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コミュニティバス利用者数
現在値　33,968人/年（令和3年度）

↓

目標値　46,000人/年（令和9年度)

運行ダイヤ・路線の見直し
利用促進策の実施

運行事業者からの報告

・36,422人（令和5年度）
・コロナが5類に引き下げられたこ
とも要因し、利用者数は前年度よ
り約2,000人増加したが、目標値は
下回った。

公共交通体系の見直しを図るとともに、利用促
進を行う。

令和7年度に交通体
系の見直しを実施予
定

コミュニティバスの収支率
現在値　3.6％（令和3年度）
↓
目標値　5.0％（令和9年度)

運行ダイヤ・路線の見直し
利用促進策の実施

コミュニティバスの経常費
用に対する経常収益の割合

・4%（令和5年度）
・利用者の増加に伴い経常収益は
増加したものの、人件費等の増加
に伴い、経常費用が増えたため、
目標値は下回った。

コミュニティバスの利用促進により、収支率の
改善を図る。

令和7年度に交通体
系の見直しを実施予
定

路線バスの年間利用者数
現在値　28,750人/年（令和3年度）
↓
目標値　29,000人/年（令和9年度)

利用促進策の実施 堀川バス(株)の公表値

・36,122人（令和5年度）
・コロナが5類に引き下げられたこ
とも要因し、利用者は前年度比約
5,000人増加した。

利用者は回復傾向にあるが、原油価格の高騰や
運転手不足などで運行状況は厳しい状況にあ
る。
路線バスの路線維持や利用者数の維持のため、
引き続き関係間での協議や情報共有を行ってい
く。

令和6年度に利用促
進策を実施予定

鉄道の年間利用者数
現在値　852千人/年（令和3年度）
↓
目標値　900千人/年（令和9年度)

鉄道利用の促進
JR九州旅客鉄道（株）、西
日本鉄道(株)の公表値

・911千人/年（令和4年度）
（令和5年度末時点公表内容）
・鉄道利用者については、回復傾
向にある。目標値は達成したもの
の、コロナ禍前の利用者には回復
していない。

鉄道交通の充実に関する要望活動を継続してい
く。

観光入込客数
現在値　55.8万人/年（令和2年度）
↓
目標値　65万人/年（令和9年度)

公共交通を利用した来訪の呼び
かけ

商工観光課からの報告

・60.9万人（令和3年度）
・前年度より回復傾向であるが、
調査時点がコロナ禍のため、観光
入込客数が目標値に届いていな
い。

調査時はコロナの時期ではあるが、前年度に比
べ、回復傾向にある。
引き続き公共交通を利用した来訪を呼び掛け
る。

公共交通に対する市民の満足度
現在値　26.1％（令和3年度）
↓
目標値　35％（令和9年度)

市民アンケート調査 ― ― ―
市民意向調査（数年
ごとに実施）により
測定

みやま市の財政負担
現在値　3,516万円/年（令和3年度）
↓
目標値　3,500万円/年（令和9年度)

運行ダイヤ・路線の見直し
利用促進策の実施

みやま市会計決算より計測

・3,820万円/年（令和5年度）
・国の補助金が減少した。また経
常費用が増大したことにより、財
政負担が増加した。

コミュニティバスの再編や、デマンド型交通の
導入検討及び公共交通の利用促進により、財政
負担の削減を目指す。

令和7年度に交通体
系の見直しを実施予
定

高齢者等免許証自主返納支援業務
の年間利用枚数（タクシー券）
現在値　27,002枚/年（令和3年度）
↓
目標値　30,000枚/年（令和9年度)

出前講座等による制度概要の説
明
ホームページ等で周知

介護支援課からの報告 ・24,490枚/年（令和5年度）
運転免許証自主返納支援事業を継続して実施
出前講座やホームページ等で周知し、更なる制
度の浸透を図る。

みやま市地域公共交通計画の評価等結果（令和５年４月～令和６年３月）
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（記載に当たっての留意事項）

・　本様式中、表題の「（○年○月～○年○月）」の部分には、評価等の対象となる期間を記入してください。

・　毎年度の評価になじまないような目標や、数年おきの評価を予定している目標については、「備考」の欄にその旨を明記の上、「目標」及び「備考」の欄以外は「－」と記載して下さい。

・　一つの目標と複数の取組が対応している場合や、複数の目標と一つの取組が対応している場合には、適宜欄を修正の上、記載を行ってください。

・　月ごとの利用者数の推移等の詳細データや、地域公共交通計画の評価等に係る協議会における議論の結果（議事録等）等の関連資料がある場合には、併せて添付して下さい。

・　地方公共団体・協議会等において独自に作成している評価等の様式が既にある場合や、地域公共交通確保維持改善事業に関する事業評価を行った報告様式がある場合には、 参考資料として添付して下さい。


